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はじめに
因子分析法を積緒的に地理学へ導入した
B.J.L.Be町fの業績の Iつは，等質地域と機能
地域の相互規定関係を，空間的行動の一般的
場の理論によって概念化し，多変量解析法を
用いてPhilbrick(1957）の提唱した地減の機能
的組織の考え方に，実質的意味内容を付与し
た点にある。とのような概念的，分析手法的
枠組に基づいた成果が，インドにおける物資
流動に関する研究であった（Berry,pp. 148～ 
255, 1966）。そこでは，まず因子分析R技法，
Q技法による機能地域設定方法が示され， R
技法によって，全品目を合計した地区間物資
流動の取引き行列（以下， OD行列と呼ぶ）か
ら機能地域が設定された。 ついで，より詳細な
構造を把握するために，行方向に発着地問の
組合わせを，列方向に取引品目を配した相互
作用行列からR技法によって機能地域が新た
に設定され，行方問に地区を，列方向に社会・
経済的属性を配した属性行列からR技法によ
って設定された等質地域との対応関係が，正
準相関分析法によって明らかにされたのであ
る。以後，機能地域区分に関しては，lleris& 
Pedersen (1968）の通話流， Goddard(1970）の
タクシー交通流と， R技法による単一指標O
D行列の分析が続くことになり，Clark(1973), 
Kanno (1976）は. R技法， Q技法による機能
地域区分と等質地域区分との対応関係の解明
に正準相関分析法を適用したのであった。か
くして，機能地域区分と等質地域区分の問題
は，少なくとも分析f手続き上では客観的にと
りあっかうことが可能となったのである。
しかし，いずれの研究を通じても， データ
処理司程は確かに客観的ではあるものの，分
析の前提ないし結果の解釈に関して，常に主
観的要素がつきまとうことは否定しきれない
であろう。たとえば，変数湾択のft;意性，数
値尺度の問題，変数正規性の前提，単位地域
の大きさの問Ali，固有値（分散〉の採用基準，
共通性の推定方法，軸の回転方法，解釈に用
いる負荷量，得点の大きさの問題等（中部開
発センター， 1973,pp. 170～J 73 ; Chojn-
icki & Czyz, 1976) は，そうした問題をはら
んでおり，かかる地域区分は単なる地域分類
にすぎない，という指摘に（水津，1977; 1978), 
それはある程度まで集約されている。
近年，わが国でも，こう。した変数要約の機
能をもっ多変量解析法の有効性に着目した機
能地域区分研究があいついでな主れており，
その研究内容は次の2つに大別される。第1
のタイプは，従来の機能地域区分との対比を
多少とも意識したものであり，かかる問題へ
わが国で最初に因子分析法を適用した林
( 197 4〕，大都市内部空間構造との関係を検討
した東（1976), 広械中心都市の成長との関
係を論じた森川I(1977），機能地域と結節地
域との相違に言及した森川（1978）の研究は，
いずれもこの範鳴に属するものである。それ
に対し，土地利用との関係を検討した林
( 1975），交通目的別に流動パターンと都市構
成要素との対応関係を分析した藤目（1977〕，
E準相関分析法を適用して，等質地域との関
係を明らかにしようとした市南（1978）の研
究は，機能地域を生み出す契機となる社会 ・
経済的属性との因果関係を究明しようとする，
第2の研究タイプに位置づけられる。このうち，
本稿もその範略に属する第lのタイ プの研究
に関していえば，上記の地域区分と地域分類
の問題は，因子分析の結果が一体いかなる構
造を表わしているのか，という問題へ最終的
に帰着すると考えられる。それに解答を与え
??? ?
るためには，~くの実認的研究に加え，広範
な実験的研究が要脅されるであろう。異なる
因子分析法による同一データの比較研究（Ci-
銘s& Mather, 1975），仮定された構造を表わす
因子負荷量をあらかじめ設定し，それと実際
の因子負荷量との相関関係から現実のデータ
の構造を探ることを目的とする Targetrotati・
on分析（Perle,1978）は，いずれも因子生態研
究におけるそうした試みの 1つである。
筆者は，因子分析法がもっこのような問題
点を認識した上で，以下では，明治期のわが
国の機能地域について考察してみたい。明治
前期については，すでに胃立銀行の民間為替
手形府県間流動データ（明治15年pから，機能
地域の設定を行なっているため（Sugiura,1978), 
本稿では，比較的類似した為替流動データを
用いて，明治中・後期の2時点での機能地域
設定を行なうことtとする。為替流動をマネー・
フローの一種と考えれば，経済活動と密接に
関係した機能地域像を得るためには，かかる
データは最適なものであるといえよう（Dun-
can et al., 1960, pp. 133～154; Conzen, 1975). 
特に，明治後期の場合には，前記の問題点を
念頭におき，（1）現実に近似した都市規模分布
パターンをもっ仮想、地域において，（2）そこで
生じうる為替流動をあらかじめ仮定し， （3）そ
の流動データに困子分析法を適用し，（4）現実
の流動ノξターンを生み出した一因と考えられ
る都市体系の在り方に言及する，という簡単
な実験的試みを行なうととにする。なお，こう
した明治期の機能地域を明示することは，黒
崎（1961; 1964）による当時の東京と大阪の
商圏に関する研究，『共武政表』を用いた森川
(1962）と『市街名邑及町村二百戸以上戸口表』
を用いた黒崎（1974〕の都市分布論的研究，
それに口答発表要旨ではあるが，示唆に富む
市森 ・成問 C1962）の『工場通覧』，府
県統計舎を駆使した都市機能論的研究等を除
けば， 全国レベルでの研究が少ない同時期の
都市研究にとって，多少寄与するところが
あるのではないかと考えられる。そして，最
後に， これまで，筆者が， 空間的拡散と都市
（地域〕体系との対応関係を論じるに当って，
常に諸先学の研究成果に依拠してきた（杉浦，
1977 ; 1978〕非常な片手おちを少なからず
是正したいということが，研究動機の1つで
あることをつけ力日えておきたい。
Il 明治31年におけるわが国
の機能地域
明治中期の機能地域の設定に用いるデータ
は，国会図書館所蔵の『金属要地為換取組高
地方別表（明治31年上半季・下半季〉』 〈奥
井魯吉， 1900）に記されている明治31年の
普通銀行聞の送金為替流動である。このデー
タから全国主要40都市2）毎に振出高と受入高
が判明するため，それに基づいてOD行列を
作成することができる。ただし，自都市内部
での取扱い高は未調査である。それゆえ，こ
のOD行列の対角要素は零とする。また，通
常，各2都市間相互の振出高と受入高は一致
しなくてはならないが，厳密，ICは一致しない
場合が散見主れる。その場合には，大きい方
の数値を採用することにした。Goddard(1970) 
の方法にしたがって，こうして作成されたO
D行列を主成分型因子分析（固有値1.0以上
の主成分にパリマックス直交回転を施したも
の） R技法にかけ，えられた0.5以上の因子
負荷量と 1.0以上の因子得点から機能地域を
設定した。40C発都市数〉×40（着都市数〕
のOD行列を因子分析にかけた結果，全分散
の91.9%を説明する固有値1.0以上の5つ
の主要因子が抽出された（第l表入 金分散
の55.6%を説明する第l因子では， 主要着
都市を表わす0.5以上の負荷量をもっ20都市
のうち， 14都市が東日本（新潟一長野一静
岡以東の府県からなる地域）にみいだされ，
西日本（富山一岐阜ー愛知以酉の府県からな
る地域〕においてみいだされる都市は，富山，
金沢，名古屋，四日市，大阪，堺にすぎない。
他方，主要発都市を表わす1.0以上の得点を
もっ都市は東京のみである（第1図〉。した
がって，第l因子は， 主として東日本の諸都
市をその勢力下におき，北陸，東港，近畿地
方との問にも部分的な地域的つながりを有す
る，東京を中心とした東日本の機能地域を識
別する因子と解釈される。
第2因子の分散説明率は第1因子のそれの
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第1図明治31年銀行送金為替都市間流動から設定した機能地
I或（ 1) 
Fig. 1 Functional regions delimitated by factor analysis of 
inter-urban bank remittance exchange flows in 1898 
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第1表 明治31年銀行送金為替都市間流動OD行列の因子構成
Table 1 Dominant factor loadings and dominant factor scores of 
inter-urban bank remittance exchange flows in 1898 
Factor City 
Factor Factor 
loading score 
Utsunomiya 0.9885 
Sendai 0.9832 
Toyama 0.9796 
Fukushima 0.9755 
Akita 0.9690 
Kanazawa 0.9513 
Mit。 0.9503 
Nagano 0.9477 
Niigata 0.9323 
Yokkaichi 0.8998 
(22.2224) Ki5fu 0.8559 
55.6% Hakodate 0.8544 
Yokohama 0.8513 
Nagoya 0.8275 
H江osaki 0.8171 
Sakai 0.7474 
Maebashi 0.6462 
Sakata 0.6307 
Osaka 0.6295 
Shizuoka 0.6277 
Tokyo 6.0961 
Hiroshima 0.9846 
I Matsuyama 0.9822 
( 9.3301) Takamatsu 0.9792 
23.3% Wakayama 0.9443 
Fukuoka 0.9343 
%以下の23.3%である。主要着都市を表わす
0.5以上の負荷積をもっ都市は，小雑草，東京
を除けば，西日本のうちでも大阪以西に集中
しており，主要発都市を表わす1.0以上の得
点をもっ都市は大阪のみである（第2開）。小
織と東京の鴛1位流出先はそれぞれ東京と検
浜であるが， R技法によるOD行列の悶子分
析は，着地流入パターンの類似性に基づいて
因子を抽出する性格を有しており，第2閃子
以下は，先行閃子の殺差部分を最もよく説明
するように順次求められていくため，第 l位
流出先から単純に摘かれる機能地域区分とは
多少結果が異なるのである。かかる差異が存
在するものの，第2因子は，大阪を中心とし
て，主にそれより酋の西日本の諸都市を統合
する機能地域を識別する因子と解釈される。
第3因子は金分散の6.2%を説明しており，
0.5以上の負荷量をもっ主要着都市は，京
都，静岡，前嬬，長嶋，福井であり， 1. 0以
-33 
Factor City 
Factor Factor 
loading score 
Matsue 0.9184 
Ko chi 0.9078 
Tokushima 0.9073 
Kobe 0.9006 
Okayama 0.8594 
I 
Kumamoto 0.8453 
Tokyo 0.8349 
HimeJ1 0.8317 
Shimonoseki 0.7863 
Otaru 0.6979 
Moji 0.5533 
δsaka 6.0326 
Kyoto 0.8639 
Shizuoka 0.7599 
II Maebashi 0.7338 
( 2.467つNagasaki 0.5893 6.2% 
Fukui 0.5024 
Yokohama 5.9028 
Moji 0.6787 
IV Osaka 0.6176 
Kobe 4.8697 ( 1.5 397) 
3.8% Fukuoka 2.3668 
Nagasaki 1.0231 
V Sapporo 0.9581 
(11993) Sakata 0.6747 
3.0% 5 .9308 Otaru 
上の得点をもっ主要発都市は横浜である（第
2図）。 為替流動は，それと逆方向に物資の
取引きがあったことをある程度示している，
と仮定すれば，第3因子は，以下に述ベる理
由から，主に外国貿易港機浜の後背地に対応
する機能地域を識別する悶子と解釈される。
明治31年における積浜港の金傾別にみた最大
の輸出品は生糸（43,047,000円）であり，全
国のほぼ 100%が横浜港から輸出されていたペ
周年の全国生糸生産高において，群馬県は長
野県についで第2位 088,257貧〉であった
ためり，機浜一前橋の関係は，とうした生糸の
輸出と結びついたものであるととが推定され
る。主主糸に続いて横浜港の第2位輸出額を
しめる品目は羽ニ蒐（11,6Sl, 000円〉であり，
それは全国羽二重輸出額の95%以上をしめて
いた刊当時，全国第 l位の羽二重生産額をあ
げていた県が福井（8,529,420円）である 4）こ
とから推察して， 横浜一福井の結びつきは，羽
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o Factor score 這1.01
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第 2図 明治31隼銀行送金為曾都市伺流動から設定した機能地
域（2)
Fig. 2 Functional regions delimitated by factor analysis of 
inter-urban bank remittance exchange flows川 1898
(2) 
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二重輸出に関連するものと考えられる。さら
に，横浜港の第 3位輸出額をほとっていた
茶類（5,389,000円）は，開港のみで全国輸
出額の約泌をしめておりそ茶の全国第 l位生
産地が静岡（2,965,340貫〉であったりこと
を考えあわせれば，横浜一静岡の関係は，茶
の輸出と結びついたものであると判断される。
横浜一長崎の関係は，内国貿易を介しての両
港の結びつきを示していると考えられるが，
横浜一京都の関係については特定化すること
ができない。
全分散の3.8%を説明する第4因子におい
て， 0.5以上の負荷量をもっ主要着都市は門
司，大阪であり， 1. 0以上の得点をもっ主要
発都市は神戸，信岡，長崎である（第3図）。
この5都市はすべて港湾を有しているため，
内国貿易による相互の取引き関係を連想させ
るが，さらに，こうした関係を通じて，当時
の西日本では，酉日本全体をlつのシステム
とする都市体系の中に，その要素が主要港湾
都市からなるサプ ・システムとしての都市体
系が存在していたのではないか，ということ
も考えられる。しかし，こうしたことは従来
いわれていないため，あくまでも筆者の推測
の域を脱していない。 一応，第4因子は，西
日本の主要港湾都市聞の取引き関係から生じ
た機能地域を識別する因子と解釈しておきた
u、。
第5因子は全分散の3.0%を説明しており，
0.5以上の負荷量をもっ主要着都市は札幌，
酒田であり， 1.0以上の得点をもっ主要発都
市は小憾である（第3図〉。 との因子には，
まず第1に，小櫓一札幌という北海道開拓拠
点都市間のつながりが示されている。そして，
為替流動とi差方向に物資流動があったと仮定
すれば，小像ー酒田の結びつきは，開拓途上
にあった北海道への東北地方からの米の移出
関係を表わしていると考えられる（古島 ・安
藤， 1975,pp. 65～69）。したがって，第5因
子は，北海道の開拓に関連する機能地域を識
別する因子と解釈される。
以上の結果を，明治15年における国立銀行
の民間為替手形府県間流動から設定された機
能地減（Sugiura,1978）と比較してみると，単
位地区が府県と都市という違いはあるものの，
全体のパターンはよく似ていることがわかる。
すなわち，明治15年の場合にも5つの主要因
子が抽出されており，第1～第3因子の解釈
についてはほとんど同じである。ただし，範
域については若干変化しており，たとえば，
明治15年当時，福井県と石川県（現在の石川，
富山両県からなっていた〕は，大阪の影響閣
を表わす第2因子において主要着府県をなし
ていたが，明治31年になると，宮山，金沢両
市が東京の影縛閣を表わす第1閃子において
主要着都市となっていることは，その後の北
陸地方における東京と大阪の影響範囲の変化
を反映しているのかもしれない。また，横浜
の後背地を識別する第3因子に関しても，羽
二重輸出は明治24～25年から開始されたため5/
当然，明治15年の時点では，福井県は第3因
子において主要着府県とはなっていなかった。
このように，当時のわが国の経済発展の原動
カであった輸出品目の変化の影響が，機能地
域パターンに微妙に投影されていることは，
興味深いものといえよう。
他方，雨時点において相違する因子につい
て検討してみると，明治15年の第4因子は，
長崎，福岡，熊本を互いの主要な発着府県と
して，主に長崎からの石炭輸出に関係すると
考えられる機能地域を織別していたが，明治
31年の官官4因子は，長崎も含めたulj日本の港
湾を有する主要都市聞の結びつきを表わす機
能地域を識別しており，こうした比較からみ
て，商日本主要港湾都市間での機能的結びつ
きが増したことが示唆されよう。第5因子に
関しては，明治15年の場合，因子構成が正と
負に分極化しており，正の部分は，第3因子
とは逆に機浜港からの輸入品の流動を多少と
も反映する因子ではないかと解釈された。し
かし．負の部分において，秋田が主要発着府
県に，函館，札幌（当時の北海道は函館，札
幌，根室の3県にわかれていた）が主要発府
県になっており，明治31年の第5因子とほぼ
同じく，東北地方からの米の移出に関係した，
北海道開拓と関連する機能地域が識別されて
いる。
したがって，明治前期から中期にかけての
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第3図 明治31年銀行送金為替都市間流動から設定した機能地
1或（3)
Fig. 3 Functional regions delimitated by factor analysis of 
inter-urban bank remittance exchange flows in 1898 
(3) 
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わが国の機能地域は，多少の範域の変化は認
められるが，比較的安定しており，基本的に
は，江戸時代以来の地域的結びつきを継承し
た，東京を中心とする東日本地滅と，大阪を
中心とする西日本地域からなっていたといえ
よう（鐙回・児宝， 1969; Sugiura, 1978）。そ
して，同時に，明治期以後形成された，横浜
における外国貿易に関係する機能地域と，北
海道の開拓に関係する機能地域が存在してい
たことも指摘される。しかし，それに加えて，
明治中期になると，一方で長崎自体の外国
貿易港としての地位の低下とともに，他方で
西日本の主要港湾都市開の結びつきの強化に
ともなって，長pf.与を中心として展開していた
局地的な機能地域は，西日本の都市体系の中
でさらに1つのサブ・システムを形づくるよ
うな機能地域へ変化・発展したことが推察さ
れる。これは，西日本の都市体系の箪層化傾
向を意味しているのかもしれない。
Il 明治43年におけるわが固
の機能地域
明治後期の機能地核の設定に用いるデータ
は，国会図書館所蔵の『郵便為替・郵便取立
金・郵便振替貯金地方別金融統計（明治43年〉』
（郵便貯金局， 1912）からえられる府県関郵
便為替流動である。このデータには自府県も
含めて 46府県毎に振出高，受入高が記され
ているためs 対角要素にも零以外の数値が入
るOD行列を作成することができる。しかし，
とのデータは，明治31年のデータにもまして，
各2府県聞の振出高と受入高が一致すること
が少ない欠点がある。その場合，常に｛直の大
きい方の数値を採用して， OD行列を作成す
ることにした。また，銀行為替が経済活動と
より密接な関係にあるのに対して，郵便為替
は，一般の人々による純経済活動外の利用が
相当な割合をしめていると考えられるため，
前記2時点の結果との直接的比較は不可能で
あり，むしろ，もう lランク下の地域関係を
示す指標とみなされる。
46 （発府県〉×46（着府県）の郵便為替府
県間流動OD行列を主成分型因子分析にかけ
た結果，周有値1.0以上の主要因子は13抽出
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された（第2表〉。 13因子で全分散の74.7%
が説明されている。以下，各因子の特徴を述
べていくと，第1因子は，群馬，埼玉，栃木，
茨城，山梨，千葉，東京，長野を主要着府県
とし，東京，長野を主要発府県とする，ほl玄
関東地方に相当する機能地域を識別している
（第4図）。第2因子は，京都，奈良，和歌山，
滋賀，大阪，徳島を主要着府県とし，大阪，
和歌山，京都，奈良を主要発府県とする，ほ
ぽ近畿地方に相当する機能地域を識別してい
る（第4開〉。 第3因子は，愛知，岐阜，三
董をそれぞれ発着府県とする，まとまりの強
い東海地方を識別している（第4図）。 第4
因子は，広島，山口，愛媛，島根を各々発着
府県とする西中国地方を識別している（第4
図）。 第5因子は，石川l，福井，富山の北陸
3県をそれぞれ発着府県とし，それに北海道
が主要発地として加わった機能地域を識別し
ている（第4閲〉。 第6悶子は，青森を除く
宮城，福島，岩手，山形，秋田の東北5県を
それぞれ発着府県とし，それに東京が主要発
地として加わった機能地域を識別している（第
5図〕。 ただし，この因子にはー 1.0以下の
負の得点をもっ県（長野）が存在しているが，
その解釈は困難である。 ．
以上の6因子は，固有値が2.0以上で，い
ずれも分散説明率が5.0%以上のものである
が，以下の因子は，それらに比べて説明率が
よりー／（！｝小さい。第7因子は，兵庫，岡山，
鳥取，容川を互いに発着府県とし， 主に東中
園地方を識別している（第4図〕。 第8因子
は，大分，熊本，福岡を各々発着府県とする
北九州地方を識別している（第4図）。 第9
因子は，佐賀，長時を主要着府県として，こ
の2県に加えて福岡を主要発府県とする西九
州地方を識別している（第5図〉。 ただし，
大分が－1.0以下の負の得点をもっているが，
これについては解釈不可能である。第10因子
は，北海道，青森，宮山，東京を主要着府県
として，北海道，青森，新潟を主要発府県と
する機能地械を識別している（第6図〕。 第
11日母子は，静岡，神奈川を主主要着府県とし
て，この 2県に加えて東京を主要発府県とす
る機能地域を識別している（第5図〉。 なお，
• Factor loading這0.5
o Factor score 逗1.0
で三T
N 
。
Km 
第4函 明治43年郵便為替府県間流動から設定した機能地域（1)
Fig. 4 Functional regions delirnitated by factor analysis of 
inter-prefectural postal money order flows in 1910 
(1) 
-38 -
500 
• Factor loading ミ0.5
o Factor score ~ 1.0 
で三T
N 
。
Km 
第5図 明治43主主重則更為替府県間流動から設定した機能地峨（2)
Fig. 5 Functional reg旧nsdelimitated by factor analysis of 
inter-prefectural postal money order flows in 1910 
(2) 
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• Factor loading~ 0.5 
o Factor score ミ1β
で三T
N 
。
Km 
第6図 明治43年郵便為替府県間流動から設定した機能地域（3)
Fig. 6 Functional regions delimitated by factor analysis of 
inter-prefectural postal money order flows in 1910 
(3) 
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第2表 明治43年郵便為答府県閑涜勤OD行列の因子構成
Table 2 Dominant factor load川gsand dominant factor scores of 
inter-prefectural postal money order flows in 1910 
Factor Factor 
Factor Prefecture loading score 
Gunma 0.9357 
Saitama 0.9070 
Tochigi 0.8607 
I 
lbaragi 0.8551 
( 8.1966) Yamanashi 0.8551 17.8% 
Chiba 0.8276 
Tokyo 0.6343 5.7896 
Nagano 。目5958 1.6579 
Kyoto 0.8895 1.3722 
Nara 0.8837 l.1445 
1 Wakayama 0.8463 1.3761 
( 5.0789) 
11.0% Shiga 0.8461 
δsaka 。目6390 5.7897 
Tokushima 0.6156 
II Aichi 0.9849 5.6431 
(3叩） Gifu 0.9181 2.0310 
7.5% Mie 0.8417 2.1982 
Hiroshima 0.9272 4.8876 
IV Yamaguchi 0.7577 2.8491 
(2.8182) Ehime 0.6319 1.9578 6.1% 
Shimane 0.5947 1.6793 
Ishikawa 0.9504 5.1129 
V Fukui 0.8705 2.4948 
(2四） Toyama 0.6200 1.8273 5.5% 
Hokkaido 1.1286 
Miyagi 0.9447 4.5329 
Fukushima 0.7157 2.2356 
VI Iwate 0.7033 2.3201 
(2.3238) Yamagata 0.6592 1.7868 
5.1% Akita 0.5029 1.0342 
Tokyo 1.4427 
Nagano -1.3688 
新潟，長野が－ 1.0以下の得点をもっている
が，－ 0.5以下の負荷量をもっ府県が存在し
ないため，負の部分に関しては解釈すること
ができない。第12因子は，鹿児島，宮時を主
要着府県とし，この2県に加えて熊本を主要
発府県とする南九州地方を識別している（第
5図〕。 この因子においても，新潟，長野が
負の低い得点をもっているが，特に解釈は加
えないでおきたい。第13因子は，高知を主要
着府県とし，高知，愛媛，呑川，徳島を主要
発府県とする四国地方を識別している（第5
哩）。 ただし，島根，鳥取は－ 1.0以下の低
い得点をもっているが，対応する負の低い負
荷尾が存在しないため，とれについても特に
Prefecture 
Factor Factor 
Factor loading score 
Hyogo 0.8644 4.8475 
VI Okayama 0.7922 3‘0922 
( 1.8792) Tot tori 0.6615 1.4647 4.1% 
Kagawa 0.6487 1.5737 
VIII δita 0.8249 3.5038 
( 1.5990) Kumamoto 0.8197 3.8552 
3.5% Fukuoka 0.7400 3.4327 
Saga 0.8759 3.3612 
IX Nagasaki 0.8625 4.8090 
(L4内 Fukuoka 1.9637 3.2% 
σita 1.3366 
Hokkaido 0.8826 5.7245 
X Aomori 0.6724 1.8733 
Toyama 0.5920 （＇叩）3.1% Tokyo 0.5360 
Niigata 1.3507 
Shizuoka 0.8699 3.7720 
XI Kanagawa 0.8449 4.5802 
Tokyo 1.0073 (12刊2.8% Niigata -1.6282 
Nagano -1.3810 
Kagoshima 0.8217 5.0088 
XII Miyazaki 0.6850 3.1704 
Kumamoto 1.5454 ( 1.2395) 
2.7% Nagano 1.3500 
Niigata -1.2299 
Kochi 0.6642 3.8209 
Ehime 2.7025 
XIII Kagawa 1.5594 
( 1.0343) Tokushima 1.4809 
2.2% 
Shimane -3.1488 
Tottori -2.3180 
解釈を加えないでおく。
以上，明治43年の郵便為替府県間流動OD 
行列の因子分析からえられた結果は，前記2時
点のものとはかなり異なる様相を呈している
ことがわかる。それは，すでに述べたように，
デ ターの性格が基本的に呉なるためであると
考えられる。つまり，銀行為替流動の場合に
は，東京の影響簡と大阪の影響闘に対応する
2つの機能地域によって全分散の80%近くが
説明されているのに対し，郵便為替流動の場
合には，関東地方を識別する鴛l因子と近畿
地方を識別する第2悶子をあわせても分散説
明率は30%にみたないのである。そのかわり，
空間的まとまりをもついくつかの小さな地域
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に区分されるところに大きな特徴がある。さ おいて因子会体をうまく表現寸る具体的な名
らに，この特徴をもう少し詳しくみていくと 称を与えることができたのは，第1因子で識
次のようなことが指摘されよう。第1に，東 別された関東地方のみである。各因子の内容
日本と西日本とでは，そのまとまりの在り方 をさらに詳しくみると，第6因子は東北地方
が異なっているのである。 一般に西日本では， と東京との関係、を表わしており，従来からま
各因子において主要発着地となっているいくつか とまりをもって存在していた東北地方が次第
の府県が，他の因子においても主要発着地と に東京との結びつきを強めつつあることを示
なっており，識別された地域が互いに重なり 唆している。第10因子は，北海道を中心とし
あっていることがわかる。すなわち，徳島を て，北陸地方の一部と東京との関係を表わし
介して第2因子地域と第13因子地域が，香川｜ ている。これは，一方では，北海道の開拓の
を介して第7因子地域と第13因子地域が，愛 進行にともない東京υ猫びつきが強まったと
媛を介して第4因子地域と第13因子地域が， とを示唆している。他方ではすでに第5因子に
福岡を介して第8因子地域と第9因子地域が， おいても一部みられたように，北陸地方，育
熊本を介して第8因子地域と第12因子地域 森県と北海道との関係は，郵便為替という性
が重なりあっているのである。例外的にまった 格からして米の移出関係というよりも，これ
くつながりをもたない地域は，東海地方を識 らの府県が北海道への移住者の主要な出身地
別する第3因子地域と，北海道と関係をもつ であったととから生じたつながりを表わして
北陸地方を識別する第5因子地域である。こ いると考えられる。ちなみに，明治29年の『北
の他に，富山県は，第10因子において北海道， 海道来住往住戸口表』によれば，北梅道来住
青森，新潟と関係をもつが，むしろこれは東 者出身地のうち，第 l位は石川県（6,219戸）
臼本の側から解釈すべきであろう。とう した で，以下第5位までは，青森県（5,613戸〕，
結果は，西日本ではとこに示されたいくつか 富山県（4,810戸〉，新潟県（4,552戸〕，福井
の下位地域（以下，郵便為替流動から設定さ 県（4,045戸〕の順となっており，かかる捻
れた地域をこう呼ぶことにする）が独立して 測を裏づけている。第11因子にみられる神奈
存在するのではなく，互いに機能的連関をも 川一静岡の関係は，茶の輸出によるものとは
ちつつ存在していたことを示唆するものとう 一義的に断定することができない。なぜなら
けとられる。他には，（1）九州地方全体では未 ば，清水港の勃興により，明治43年時点での
だ1つのまとまりある地域を形成していなか 茶類全国輸出総領のうち，犠浜港からの輸出分
った，（2）四国地方は，それ自体で1つの地域 は27.3%におちこんでおり，また積浜港全体
を形成するというよりも，中国，近畿地方と の輸出衡の中でも茶はわずか1.8%をしめる
の顕著な結びつきがみられた，（3）中園地方も にすぎないからである的。 このように，東日
未だ1つのまとまりある地域を形成せず，東 本の下位地域は，それぞれ東京との結びつき
西の関係よりも，瀬戸内海をはさんで四園地 を保ちながらも，各々は独立して存在してい
方との南北の結び司きがみられた，というこ たと考えられるのである。
とが列挙される。 いまここで，経済活動と密接な関係にある
これに対して，東日本では， 隣接した下 銀行為替流動から摘かれる機能地域を上位地
位地域が重なりあって存在するパヲーンは 域と名づけ，もしこの時期においてもそれが
みられず，第 l因子，第 6因子，第 10因 明治31年のものと大差なく存在すると仮定す
子，第11因子によって識別されたいずれの機 れば，東京と大阪をそれぞれの中心として展
能地域に関しでも，常に東京が発府県ないし 関する，東日本と酉日本の上位地域の内部構
着府県となっている，という大きな特徴がみ 造は，本主主で明らかとなったような下位地域
られるのである。したがって，西日本の下位 によって示されるのではないかと推測されよ
地域については，それぞれ具体的な地方名を う。そとで，次掌ではこうした東・西日本の
つけることがほぼ可能であったが，東日本に 地域構造の差異を生じさせた背景について，
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特に都市体系との関連で2 検討を加えてみた
u、。
N 都市規模分布パターンと
機能地域構造との関係
東日本と西日本各々について，明治22年，
26年， 31年， 36年， 41年， 大正2年の6時
点毎に， 上位50都市を対象として順位規模曲
線を描くと，第7～8図のようになる。図か
ら明らかなごとく，明治期を通じて，東日本
の都市規僕分布ノq，ーンは首位都市卓越型を，
西日本のそれは順位規模法則型を保持してい
る。かつて，世界37か国について，都市規模
分布ノfターンと経済発展水準との関係、を検討
した Berry(1961）は，両者の聞に何ら関係
が存しないととを指摘している。すなわち，
順位規模法則型の都市体系が先進国にみられ，
首位都市卓越型の都市体系が後進国にみられ
3000 
1,000 
（??
?
???
? ?
C 
C 。
? ? ?
?
?
る，という類型化は必ずしも妥当しないので
ある。他方，明治初年の都市の分布を考察
した森川（1962）は，当時のわが国の都市規
模分布パターンは，経済発展水準だけではな
く，藩政時代の都市体系との関係からも論じ
られるべきであることを示唆している。こう
した議論があるものの，わが国がもっ歴史性
を考蔵すれば，上記の東・可日本の都市体系
の在り方の相違は，巨視的にみると両地域の
当時の経済発展水準に少なからず規定されて
いるのではないかと考えられる。そして，も
しこう仮定すれば，かかる都市体系の在り方
が， さらに，第 3 ~でみたような東・西日本
の上位地域内部構造の差異を生み出したので
はないかと予想される。つまり，以下では，
都市規模分布パターンを媒介項にして，機能
地減機造と地域の経済発展水準止の対応、関係
を間接的に検討することになるのかも しれな
e 
d 
三b_.,a 
5 10 50 
Rank 
第7図明治22年（a), 26年〔b), 31年（c), 36年（d),
41年（e），大正2年（f）における東日本よ位50都市
のl順位規模曲線
Fig. 7 Rank-size curves for the twenty-five upper-ranking 
cities of Eastern Japan in 1889(a), 1893(b), 1898(c), 
1903(d). 1908 (e) and 1913(f) 
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明治22年（a), 26隼（b), 31年（c), 36年（d),
41年（e）.大正2年（t）における西日本上位50都市
の順位規模曲線
Rank-size curves for the twenty-five upper-rank川g
cities of Western Japan in 1889(a), 1893(bl. 1898(c), 
1903(d), 1908(e) and 1913(f) 
市の人口は2,500,000人とし，第2位以下の
都市の人口は， Ill買位規模法則型の場合と同じ
ものとする。したがって，第2位都市は第1
位都市の%の人口をもつことになるが，これ
は環日本の第l位都市（東京）と第2位都市
（機浜〉の人口比にほぼ相当している。
(4）縫数首位都市併存型の場合には，第1
位都市と第2位都市の人口は500,000人とし，
第3位以下の都市の人口は，順位規健法則型
の場合と伺じものとする。
(5）仮想地域の形はわが闘に似た線形とし，
そこに総数35の都市が，都市開距離50kmの
K=7の空間的配列パターンをもって立地す
るものとする。第9図における者fl市の祷号は
いずれの仮想地域においても人口規模順位に
対応している。首位都市が中央ではなく，左
に寄って立地しているのは，東・西日本それ
ぞれにおける東京と大阪の位置を考慮したか
50 
10 
第8図
Fig. 8 
u、。
以上の点を明らかにするため， 3つの典型
的な都市規模分布をもっ仮想、地域を設定し，
そこで展開する為替流動から織かれる機能地
域パターンと，第3主主でみられた現実の機能
地減パターンとの比較を行なってみた。仮想
地域の前提条件は次の通りである。
(1) 3つの仮想止也域を想定し，それぞれが，
①順位規模法則型， ②首位都市卓越型， ①複
数首位都市併存型，の都市規模分布パターン
をもつものとする。
(2）順位規様法則型の場合には，第1位都
市の人口は1,000,000人とし，第2位以下の
1,000，。
都市の人ロは， Pγ ＝一一一一一一 （ただし，
’ T 
γは各都市の人口規篠順位， Pγ は当該順位
の都市人口）で表わされる順位規模曲線に従
うものとする。
(3）首位都市卓絡型の場合には，第1位都
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Note: Number is equal to the population rank of each city. 0 100 ヒニ＝二二ニコ
第9図仮惣地域における都市の空間的lie列パ告ーン（K= 7) Km 
Fig. 9 Spatial arrangement of cities in hypothetical region 
(k = 7) 
第3表 l順位規模法員1］型の都市規綾分布パヲーンをもっ仮想、地域における為管都市問
流動OD行列の因子権成
Table 3 Dominant factor loadings and dominant factor scores of inter-urban money 
order flows in the hypothetical region with rank-size type urban system 
Factor Factor Factor City Factor Factor Factor City loading score loading score 
26 0.8838 12 0.8441 
21 0.8770 22 0.8288 
6 0.8750 I 27 0.8215 
0.8650 5.1299 30 0.6457 
II 0.8615 34 0.5231 
35 0.8549 33 0.8318 
16 0.8480 18 0.8204 
31 0.8374 3 0.8075 4.6134 
20 0.8294 II 13 0.7785 
(18叩） 5 0.7799 1.3412 
(2附） 8 0.7580 I.I 966 52.7% 15 0.7487 6.0% 23 0.6934 
10 0.7003 28 0.6679 
28 0.6400 1.8703 
23 0.5915 5 -1.2368 
25 0.5819 
4 0.8718 4.6377 30 0.5271 
29 0.7796 3 0.5246 
24 0.7580 
2 -1.2298 IV 
9 0.7555 1.5974 
2 0.8709 5.2470 (1仰） 14 0.7103 I 0.8513 4.6% 7 19 0.6756 
( 6.3626) 17 0.8513 34 0.6430 18.2% 
32 0.8502 1.0892 2 
1,000,000 
Note: Population of each city is distributed according to rank-size rule such as Pr ＝一一一一一一一一ー
r 
Inter-urban money order flows are estimated by gravity model; 
P;・P P 
M; →，＝一__j_x一_L_(ifi #j) or M; , = 5P, (if 1 = 1)
1 D;; (P;+P;) i 
p.p 
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らである。なお， lつの六角形で区切られる
範域を，左から順に第l～第5地区とl呼ぶこ
とにする。
(6）各都市問での為替流動 （M,j〕は，震
カモデJレ
?「?
?
?
Factor I Factor I 
Factor il Factor IV 
• Factor loadingミ0.5 0 100 
ヒニニニニニニゴ
0 Factor score 這1.0 Km 
第 10図 順位規模法則型の都市規模分布パヲーンをもっ仮想地主主における為替都市間涜
動から設定した機能地域
Fig. 10 Functional areas delimitated by factor analysis of inter-urban money order 
flows in the hypothetical region with rank-size type urban system 
第4表 首位都市卓越型の都市規模分布パ骨ーンをもっ仮想地域における為管都市間
流動OD行列の因子構成
Table 4 Dominant factor loadings and dominant factor scores of inter-urban money 
order flows in the hypothetical region with primate type urban system 
Factor City Factor Factor Factor City Factor Factor loading score loading score 
28 0.9016 27 0.8227 
3 0.9003 22 0.8223 
31 0.8971 7 0.8101 
23 0.8969 12 0.8030 
16 0.8947 17 0.7928 
II 0.8901 I 32 0.7879 
6 0.8891 (3.1568) 2 0.7216 4.9414 
8 0.8867 9.0% 30 0.5789 
21 0.8864 34 0.5717 
26 0.8862 25 0.5287 
0.8831 5.1225 19 0.5123 
(27 3340) 13 0.8753 1.6622 
78.1% 35 0.8656 0.7891 4.4578 4 
18 0.8611 29 0.7775 
33 。守8556 24 0.7514 
20 0.8552 II 9 0.7268 1.5582 
5 0.8239 ( 1.2 ) 14 0.6873 3.4% 
15 0.8212 19 0.6534 
10 0.7957 34 0.6265 
25 0.7239 1.7792 
30 0.6834 
2 0.5772 -1.8208 
4 -1.3475 
Note: Population of the rank 1st city is 2,500,000 and those of the rank 2nd or more cities are 
I 000 000 
distnbuted according to rank-size rule such as Pr ＝ー」一_l:一ー
r 
Estimating method of inter-urban money order flows is the same as noted in Table 3. 
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とする。
以上の仮定に基づいて求められた仮想地域
での為替都市間流動OD行列を，主成分型因
子分析にかけた結果は，第3～第5表に示され
ている。まず，順位規模法則型の仮想地域の
場合，固有値1.0以上の主要因子は4つ抽出
され， 4因子で全分散の81.4%を説明してい
る（第10図）。第 1因子は，第l位都市と第
5位都市を主要発地とし，第2地区と第3地
区のすべての都市ならびに第1地区の一部の
都市を主要着地とする機能地成を識別してい
る。第2因子は，第2位都市を主要発地とし，
第4地区の諸都市とその隣接都市を主要着地
とする機能地域を識別している。第3因子は，
第3位都市と第8位都市，それに第1位都市
を主要発地とし，第1地区の諸都市を主要着
地とする機能地域を識別している。第4因子
は，第4位都市と第9位都市の他に第2f＇立都
市を主要発地とし，第5地区の諸都市を主要
着地とする機能地域を識別している。なお，
第1因子と第3因子において，第2位都市と
第5位都市がそれぞれ低い負の得点をもって
いるが，それに対応する低い負の負荷量をも
っ都市がみられないため，これらについて解
釈を加えなかった。したがって，順位規模法
則型の仮想地域では，第l位都市の周辺に大
きな機能地域が形成される他は，第2位～第
4位都市を中心として，ほぽ各地区の範減に
一致する3つの機能地域が形成されているこ
とがわかる。そして，第1位都市と第2位都
市が，複数の機能地核の主要発地となってい
る特徴もみうけられる。また， 4つの識別さ
れた機能地核が，いくつかの都市を介して，
互いに隣接する機能地域と重なりあっている
ことも明らかである。
次に，首位都市卓越型の仮想地域の場合に
は，会分散の90.5%を説明する固有値1.0以
上の3つの主要因子泊ヰ由出された（第11図〉。
第5表 複数首位都市併存裂の者fl市規模分布パターンをもっ仮想地域における為替都市
間流動OD行列の因子構成
Table 5 Dominant factor loadings and dominant factor scores of inter-urban money 
order flows in the hypothetical region with binary type urban system 
Factor City Factor Factor Factor City Factor Factor loading score loading score 
2 0.8985 5.2484 8 0.8055 l .2965 
7 0.8549 1.0909 
(2内） 13 0.8038 
12 0.8447 7.9% 23 0.7466 
I 17 0.8434 28 0.7259 
(13.2η6) 32 0.8362 4 0.8889 4.7527 
37.9% 22 0.8340 29 0.7806 
27 0.8280 9 0.7610 1.6229 
30 0.5643 IV 24 0.7588 
34 0.5246 ( 2.17勺 14 0.7105 6.2% 
0.8986 5.2539 19 0.6706 
6 0.8624 1.2480 34 0.6342 
I 26 0.8462 2 1.1351 
( 7.21汁 21 0.8456 5 0.8078 4.4749 
20.6% II 0.8437 10 0.6705 1.8086 
16 0.8317 V 15 0.6390 1.2663 
31 0.8136 
(I.I 0勺 20 0.5989 35 。目5788 3.2% 25 0.5940 
3 0.9137 5.0973 30 0.5706 
lI 33 0.8322 35 0.5523 
18 0.8285 
Note：目 Populationof the rank I st and 2nd cities are 500,000 and those of the rank 3rd or more 
l 000 000 
cities are distributed according to rank-size rule such as Pr ＝一二一一」一一一
r 
Estimating method of inter-urban money order flows is the same as noted in Table 3. 
- 47ー
Factor I 
Factor I 
Factor皿
??
??
?
??
〉＝〉＝?
?
??
?
??????
? 、
?．。 0 100 ヒニニニニゴ
Km 
第11図首位都市卓越裂の都市規模分布パ告ーンをもっ仮想地
域における為替都市間流動から設定した機能地域
Fig. 11 Functional areas delimitated by factor analysis of 
inter-urban money order flows in the hypothetical 
『egionwith primate type urban system 
第l因子は，第1位都市を主要発地とし，ほ
ぽ第1～第 3地区の諸都市を主要着地とする
機能地域を識別している。ただし第2｛立都
市と第4位都市は負の低い。得点を有している
が，対応する負の負荷量が存在しないため，
特に解釈を加えなかった。第2因子は，第2
イ立都市と第 l 位者~市を主要発地とし，第 4地
区の諸都市とその隣接地区の都市を主要着地
とする機能地域を識別している。第3因子は，
第4位都市，き再9位都市と第l位都市を主婆
発地とし，第5地区の諸都市を主要着地とす
る機能地域を識別している。したがって，首
位都市卓越型の仮想地域では，順位規健法則
型の仮想地域と比べ，抽出される因子の数
が減少するとともに，機別されたいずれの機
能地域においても，第1位都市が主要発地と
なっている特徴がある。つまり，3地域のう
ち2地域は，互いに隣接しなくても，第l位
都市を介して間接的に結びついているのであ
る。
最後に，上記2つの仮想、地域との比較の意
味から，復数首位都市併存型の仮想地域につ
いて同様な分析を試みた。固有値］.0以上の
主要因子は5つ抽出され， 5因子で全分散
の75.8%を説明している（第12図）。この場
合には，各因子がほぼ5つの地区に対応する
機能地域を識別しており，各機能地域の重な
り具合も他の仮想地域と比べて小さいことが
わかる。
以上の結果をまとめると z ほf！次のような
ことがいえるであろう。もし為替都市間流動
が重力モデルで近似されると仮定するならば，
それから生じる機稔地域は，同ーの都市の空
間的配列パターンをとった埼合，都市規僕分
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Factor II Factor I 
Factor V 
• Factor loading;:;; 0.5 
Factor TV 
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第12図 複数首位都市併存型の都市規模分布パヲ ー ンをもっ仮
想地域における為鶴間間流動から設定した機能地域
Fig. 12 Functional areas delimitated by factor analysis of 
inter-urban money order flows in the hypothetical 
region with binary type urban system 
布 の違いによって， 展開するパタ ー ンに 差
異が生じる。 すなわち， 柊数首位都市併存型
→｜｜｜買位規模法則型→首位都市卓越型の順に ，
生み出される機能地域の数は減少し， それと
ともに比較的孤立して存在する各機能地域が
次第に重なりあうように なってくる。 その際，
｜｜｜買位規模法則型の仮想、地域では， 隣接地域が
互いに重なりあうのに対し， 首位都市卓越型
の仮想、地域では， たとえ完全に隣接しなく て
も， 首位都市を介して機能地域が結びっくパ
タ ー ンがみいだされた。 こうした都市規模分
布パタ ー ンをもっ仮想地域において形成され
た機能地域の在り方は， まさに， 第3章で 明
ら かとなったような， 東日本では東京をあた
かも扇の要として， 複数の機能地域が存在し
ていたのに対し， 西日本ではいくつ かの小さ
くまとまった機能地域が存在し しかもそれ
らが重なりあって存在していた， という特徴
に極めてよく類似していることが理解される
であろう。 それゆえ ， 東・習日本にみられる
上位機能地域の内部構造の差異は， 両地域の
都市体系， とりわけ首位都市卓越型VS. 順位
規模法則型という都市規僕分布パタ ー ンの相
違に根ざすものかもしれない。 そして， こう
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した都市規模分布パタ ー ンの相違を， 経済発
展水準の違いに求めることが許される ならば ，
東・西日本における経済発展水準の違いが，
かかる機能地域の内部構造の差異を出現せし
めたのではないかと推察される。
V む す び
わが国の計量地理学の現状を展望した奥野 ・
西岡〔1976〕は， 多変量解析法を用いた研究
の横行を懸念している。 反面， それは， かか
る分析手法が極めて応用範囲の広いフレキシ
ビリティ ー に富むものであることを証左して
いる。 たとえば ， ネットワ ー ク分析法， 点パ
タ ー ン分析法において， 手法それ自体が問題
発想、形式をせばめているのに比べると， それは明
らかである。 しかし， 近年の（計量的）都市 ・ 経
済地理学の総括を行なったKing (1976）は， そ
の成果として， （1）空間的相互作用研究，（2）立
地論研究，（3）都市内部威の空間的構造研究，
(4輝済変動の空間的波及研究， を列挙してい
るが， なぜかBerryの研究業績については一顧
だにしておらず， いわんや彼の空間的行動の
一般的場の理論についてはまった くふれてい
ない。 その理由としては， いくつ かのものが
Factor il 
ヒ＝＝＝＝ヨ
想像されるが， Iつには，何よりも Berryの
研究がモデル構築的な側面に乏しく，記述的
なレベルに終始していたためと考えられる。
かように理解すれば，従来の系統地理と地箆
との関係を巧みに表現した地迎行列（Berry,
1964）と，彼の多変放解析法を用いた一連の
研究は，むしろそれ以前の（伝統的〉地理学
にスムースに直結するものであったかもしれ
ない。
計量革命とともにはなぱなしく登場した科
学的実甜也珂学が，いまや”新しい伝統的地
理学”ときめつけられるようになった現在
(Kasperson, 1971），地理学はまたもや新たな
方法給を綾索する段階にさしかかったといえ
る。分析管学にかわる方法論を，現象学やラ
デイ カル派マルクス主義，あるいは構造主義
に求めようとする動きは（King,1976; Gregory, 
1978），ここ数年来のものである。だが，それ
は，地理学自体の研究パラダイムの破産とい
うよりも，むしろ社会科学全体の方法論的反
省を敏感にうけとめたものとの印象地噴い。そ
の意味では，地理学は Normalscienceとして
の健全な道を歩んでいるのかもしれないが，
こうした社会科学全体の研究パラダイムの変
更とは別ι 地理学閥有の問題の解決をめぐ
ってパラダイムの適否が論じられねばならな
いはずであり，かかる問題の 1つが，地主主区
分にかかわる研究であると考えられる。しか
し，多変量解析法による機籍地減区分研究は，
その意味論的側面を一応不問にするとしても，
現象的側面においですら，区分結果の入念な
検討を行なってこなかったのではないであろ
うか。
このような現状を認識した上で．本稿では．
直観的には了解されつつも，図的にはほとん
ど明示されてこなかった，明治期のわが国機
能地域について，因子分析法を援用しつつ，
考察してみた。鮒T為替を指標としてみた，
明治期におけるわが国の機能地域は，江戸時
代からの主に物資流動を通じて形成された，
東京を中心とする東日本地域と，大阪を中心
とする宥日本地域とに大きくわけられ，それ
は伝統的な機能地域次元を示すものであると
いえる。同時に，明治期以後展開する外岡貿易
と北海道開拓に関連した近代的な機能地減次
元も拍出された。負荷量，得点から織かれる
各地域の範囲は．採用基準値によって左右さ
れるため，必ずしも結果に拘泥する必要はないが，
こうした意味ある次元が抽出されたこと自体
評価されてよいであろう。ついで，常識的と
もいえるこの2大地核についての理解を一層
深める意味から，明治43年の郵便為替流動を
指標としつつ，仮想地域での議論を通じて，
その内部構造に関して検討を加えた。その結
果，首位都市卓越型の都市規模分布と，順位
規模法則型の都市規模分布，といった遣いが，
東京をfocalpointとした並列的な下位地域存
在形般をもっ東日本と，重複的な下位地域存
在形態をもっ西日本，といった両地繊の内部
情造上の差異を生み出したのではないか，と
推測された．さらに，こうした西日本の下位
地域の在り方は，明治31年の鮒守送金為替流
動の分析結果から示唆された．西日本主要港
湾都市を要素とするサプ・システムとしての
都市体系の存在を認めるとき，重層構造的な
西日本の都市体系の萌芽を我，々に予想せしめ
るのである．
以上の論議が，~くの仮定から成り立つ粗
維なものであることは．筆者自身，十分承知
している。えられた結果を有効なものとするため
には，こうした機能地威ノfターンを生み出した
原因についてよ り深く論究されねばならず，
そのためには，江戸時代の都市体系（以後，
城下町体系と仮称したい〉の研究が必要であ
ろう。 また同時に，これ以後成立する近代的
な都市体系の研究にもとりくまねばならない
であろう。後者の研究においては，その
成立に当って大きな役割を果たした工業化に
関する詳細な分析がなされねばならない。な
ぜならば，わが閣の現代都市体系の骨格は，
城下町体系を落事症としつつ，それに工業的機
能が付加することによって形成されているか
らである（渡辺， 1968）。筆者は，こうした工
業化研究を行なうに当って，工業化への下地
をつく りだした常時々 な新しい技術，施設の普
及，たとえば電気供給事業の普及， を媒介項
として，今後論じてみたい。とのようにいく
つかの研究ステップを設けることによって，
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新しい都市発達史研究の展望が開けるのでは
ないかと考えられる。
ここ10数年の地理学が案出してきたsSpatial 
diffusion, Urban systemといった新しい誇概念
が認知され，斯学の財産目録に記入されるた
めには，それが既存の研究分野に遜用され，
有効性が確認されたとき，はじめて可能とな
る。そのためにも，新しい持続念相互のシス
テム化が一層望まれるのである。
本稿を作成するに当つては， 1972年度名古
盛大学大学院文学研究科，石原ゼミ「日本の
地帯梅成J，石水ゼミ「計量地理学」，ならびに
グレコ会での発表 ・討議に啓発されたところ
が大きい。忌憶のない意見を述ベて下さった
人身に感謝の意を表したい。
i主
1) 出典は.r樹T局第5?X報告』である．
2) 函館，札幌，小織，弘前，秋田，酒田，仙台，
桶島，新潟，富山，金沢，福井，字者官官，水戸，
前橋，東京，横浜，静岡，甲府，長野，名古屋，
四日市，京都，大阪，堺，和敏山，神戸，姫路，
岡山，広島，松江，下関， 徳島，高~，松山，高
知，熊本，福岡，門司，長続の40都市である．
3〕 r横浜市史第4巻上』 pp.10～11より．
4) 『第15次農商務統計表』より．
5）『横浜市史第4巻上』p.12より。
6） 『横浜市史第4巻上』pp.254～255より．
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